
３ 終結状況

終結件数

令和６年中の取扱件数 件のうち、 件が終結した。終結件

数は、前年より 件減少した（資料＜統計表＞第 表）。

終結区分

終結した 件を終結区分別にみると、資格あり 件、資格なし

３件、打切 件、取下２件となっている（資料＜統計表＞第 表）。

係属事由別終結状況

終結状況を係属事由別にみると、①不当労働行為救済申立てに

係るものは 件で、うち資格ありが 件、資格なしが１件、本案

の和解成立ないし和解以外の取下等に伴う打切が 件、②法人登

記に係るものが 件で、資格ありが 件、資格なしが２件、取下

が２件、③労働者供給事業に係るものでは資格ありが２件となっ

ている（資料＜統計表＞第 表）。

第２節 労働関係調整法第 条違反被疑事件

令和６年中に取り扱った事件はなかった。

第３節 認定告示

令和６年中に、地方公営企業労働関係法第５条第２項の規定に基づ

いて、労働組合法第２条第１号に規定するいわゆる非組合員の範囲の

認定手続の開始を決定した事件はなかった。

第４章 組織・運営

第１節 組織

１ 委員会

委員

当委員会は、公・労・使各側 名の委員で構成されており、会

長１名と会長代理２名を置いている（令和６年 月 日現在。巻

末委員名簿参照）。

あっせん員候補者

当委員会は、労働争議の解決に援助を与えるため、あっせん員

候補者を次の基準によって委嘱している。すなわち、①現に委員

の職にある者及び退任後１年以内の者、②事務局職員のうち管理

職員全員及び審査調整課課長代理（調整担当）の職にある者並び

に事務局職員としてあっせん員候補者に委嘱されたことのある再

任用の職員、③現に東京都産業労働局雇用就業部長、同部労働環

境課長、同部連絡調整担当課長、労働相談情報センター所長及び

各労働相談情報センター事務所長の職にある者である（巻末あっ

せん員候補者名簿）。

特別調整委員

当委員会は、特別調整委員は置いていない。

２ 事務局

当委員会では、その事務を整理するため、事務局が設置されてい

る。

その組織は、当委員会の創設以来、いくたびか改変されてきたが、

現在の組織は平成 年４月１日付けで改正されたもので、以下のと

おりである。
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なお、令和６年 月 日現在の職員定数は 名である。

第２節 運営

１ 内部会議

総会

委員全員からなる会議で、原則として毎月第１・３火曜日に、

定例的に開催している。令和６年は 回開催し、これにより昭和

年３月７日の第１回総会から数えて、年内に 回を迎えた。

公益委員会議

労働組合法第 条の２第２項及び第３項の規定によって、公益

委員だけで行う会議であり、当委員会では委員の申合せにより、

審査調整課

＜審査調整法務担当課長＞

課長代理（議事調査担当）

＜法務専門課長＞

総 務 課

課長代理（経理担当）

課長代理（秘書担当）

課長代理（庶務担当）

事 務 局

課長代理（審査主監担当）

課長代理（審査担当）

調整担当課長 課長代理（調整担当）
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なお、令和６年 月 日現在の職員定数は 名である。

第２節 運営

１ 内部会議

総会

委員全員からなる会議で、原則として毎月第１・３火曜日に、

定例的に開催している。令和６年は 回開催し、これにより昭和

年３月７日の第１回総会から数えて、年内に 回を迎えた。

公益委員会議

労働組合法第 条の２第２項及び第３項の規定によって、公益

委員だけで行う会議であり、当委員会では委員の申合せにより、

審査調整課

＜審査調整法務担当課長＞

課長代理（議事調査担当）

＜法務専門課長＞

総 務 課

課長代理（経理担当）

課長代理（秘書担当）

課長代理（庶務担当）

事 務 局

課長代理（審査主監担当）

課長代理（審査担当）

調整担当課長 課長代理（調整担当）

原則として定例総会の日に、総会に先立って開催することとして

いる。令和６年には 回開催し、昭和 年７月 日の第１回公益

委員会議から数えて、年内に 回を迎えた。

２ 連絡協議会及び連絡会議

令和６年に開催された連絡協議会及び連絡会議の概要は以下のと

おりである。

全国労働委員会関係

ア 第 回全国労働委員会連絡協議会総会

（ 月 日～ 日・一橋講堂）

議題１ 退職代行等の営利事業が主目的と疑われる労働組合

に対する資格審査申請の対応について

議題２ 審査の迅速化に向けた取組について

議題３ 若年層に向けた労働委員会の取組の周知について

講 演 近年における労働裁判例の動向

講師：元中央労働委員会会長代理 森戸英幸 氏

イ 全国労働委員会会長連絡会議（ 月 日・岐阜県）

議題懇談 今後の労働委員会における個別労働関係紛争業務

の位置づけについて

講 演 正社員と定年後再雇用有期嘱託職員との基本給格差

の不合理性

講師：東京大学大学院法学政治学研究科教授

神吉知郁子 氏

ウ 全国労働委員会連絡協議会公益委員連絡会議

（ 月 日・一橋講堂）

議題１ 今後の労働基準関係法制等について

議題２ コンビニフランチャイズにおける加盟者の労組法上

の労働者性について
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エ 全国労働委員会事務局長連絡会議（ 月 日・岐阜県）

議題１ 審査概況等について

議題２ 調整事件等の概況について

議題懇談１ ＤＸの進展を踏まえた不当労働行為事件の審査

やあっせん手続の取組について

議題懇談２ 労働委員会と労働局との連携について

オ 全国労働委員会事務局調整主管課長会議（ 月 日・中労委）

議題１ 調整業務の運営について

議題２ 都道府県労働委員会からの事例報告

議題３ 都道府県労働委員会からの業務報告

カ 全国労働委員会事務局審査主管課長会議（ 月 日・中労委）

議題１ 中間収入の控除について

議題２ 併合事件について

報告事項 中労委の民事訴訟のＩＴ化への対応について 等

都道府県労働委員会関係

ア 都道府県労働委員会公益委員会議

（ 月 日～ 日・北海道）

議題１ 申立人、申立人代理人、申立不当労働行為態様等に

関する各労委における特性と、係属日数や終結態様等

との関係について

議題２ 地方公営企業から一般地方独立行政法人への移行の

際の労働組合の資格審査について

議題３ 審問において敵性証人が申請された場合の対応につ

いて
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エ 全国労働委員会事務局長連絡会議（ 月 日・岐阜県）

議題１ 審査概況等について

議題２ 調整事件等の概況について

議題懇談１ ＤＸの進展を踏まえた不当労働行為事件の審査

やあっせん手続の取組について

議題懇談２ 労働委員会と労働局との連携について

オ 全国労働委員会事務局調整主管課長会議（ 月 日・中労委）

議題１ 調整業務の運営について

議題２ 都道府県労働委員会からの事例報告

議題３ 都道府県労働委員会からの業務報告

カ 全国労働委員会事務局審査主管課長会議（ 月 日・中労委）

議題１ 中間収入の控除について

議題２ 併合事件について

報告事項 中労委の民事訴訟のＩＴ化への対応について 等

都道府県労働委員会関係

ア 都道府県労働委員会公益委員会議

（ 月 日～ 日・北海道）

議題１ 申立人、申立人代理人、申立不当労働行為態様等に

関する各労委における特性と、係属日数や終結態様等

との関係について

議題２ 地方公営企業から一般地方独立行政法人への移行の

際の労働組合の資格審査について

議題３ 審問において敵性証人が申請された場合の対応につ

いて

討議テーマ１ 審査事件調査の充実と調査期日回数につ

いて

討議テーマ２ 審査・あっせんにおける女性委員の活躍

について

講 演 最近の学生にみる”就活”環境の変化と入職時の

法的諸問題

講師：静岡大学人文社会科学部法学科教授

本庄淳志 氏

ウ 都道府県労働委員会事務局長連絡会議

（８月 日・新潟県）

議題１ 個別あっせん事件の傾向について

議題２ 総会・公益委員会議における委員のウェブ参加につ

いて

関東ブロック労働委員会関係

ア 第 回関東ブロック労働委員会三者連絡協議会

（５月 日～ 日・神奈川県）

議題１ 集団・個別あっせんや不当労働行為の審査において、

労働者性が争点となる事件への対応について

議題２ 不当労働行為救済制度と労働委員会の役割・課題に

ついて

イ 第 回関東ブロック労働委員会三者連絡協議会

（９月 日～ 日・新潟県）

議題１ 外国人を当事者とする不当労働行為事件等への対応

について

議題２ 就労観の多様化時代の労働条件について

イ 都道府県労働委員会使用者委員会議

（７月５日・静岡県）
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議題 請求する救済内容と命令書主文との関係（命令の上限）

について

エ 第 回関東ブロック労働委員会公益委員連絡会議

（９月 日・新潟県）

議題 不当労働行為救済命令における文書掲示の内容につい

て

オ 関東ブロック労働委員会事務局長連絡会議

（文書による議決・栃木県）

議題 令和７年度関東ブロック労働委員会諸会議開催計画

について

ウ 第 回関東ブロック労働委員会公益委員連絡会議

（５月 日・神奈川県）
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